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 　　　　一般社団法人青梅青色申告会

   　　　令和 2年度通常総会 (書面議決 )
 例年 5 月下旬に、西多摩青色申告会館において行われておりました通常総会ですが、本年は新型コロナウイルス感染拡

大防止の観点から書面議決にて行いました。

 書面議決により、令和元年度事業報告及び決算・監査報告が原案通り承認されました。本年度は、昭和 25 年に西多摩

青色申告会として創立されてから 70 年目、また一般社団法人として 9 年目にあたります。先の見えない社会情勢では

ありますが、役員一同この難局を乗り越える決意をもって、地域の個人事業者の方々への支援事業に、より一層精励い

たします。

選　任　理　事　( 役　職　名 )

会　　長　角田　俊一　

副  会 長　河邉　 勤

副  会 長　山本　英雄

副  会 長　田中　幸治

副  会 長　本間　祥継

副  会 長   川久保　勝史

専務理事　久保　裕子

常任理事　堀口　修一郎

理　　事　山城　康正

理　　事　吉本　公也

理　　事　大鳥　正行

理　　事　原島　瑞夫

理　　事　秋山　佳久

理　　事　新井　重徳

理　　事　柳田　治子

監　事　

榎戸　美喜男 

山口　一可　　

嶋﨑　雄幸

顧　問

岩浪　義忠

貸　借　対　照　表
令和 2年 3月 31 日現在

（一社） 青梅青色申告会
〒 198-0031　青梅市師岡町 4-7-25

ＴＥＬ：0428-23-0108　ＦＡＸ：0428-22-4788

受付時間 ：平日 9：00 ～ 17：00

　　　　　土曜 9：00 ～ 12：00

休館：第 2 土曜、日曜祝日 ( 臨時休館の場合 HP にて掲示致します )

休館日
6 月 13 日 ( 土 )

7 月 11 日 ( 土 )、25 日 ( 土 )

および土曜日の午後、日曜日・祝日 イオン

病院での受診なので検査項目が充実！

人間ドックも受診可能でしっかり診てもらえる

日　　時： 8 月 1 日 ( 土 ) ～ 8 月 31 日 ( 月 )

　　　　　※ 6、7月も受診できます。ご希望の方は申告会にお問い合わせください。

場　　所： 新町クリニック健康管理センター

受診内容： 同送のチラシをご覧ください

申込方法： 同送の申込用紙 (パンフレット裏面 )を記入し、青色申告会へお申込みください

健康診断
お得な会員価格日程が選べる 人間ドックも受診可能

健康
診断 8,000円

医療法人社団　新町クリニック健康管理センター
〒 198-0024

東京都青梅市新町 3-53-5　
JR 小作駅より徒歩 7分　駐車場約 50台完備

TEL：0428-31-5312( 予約 )　

35,000円

 5 月 7 日（木）～ 5 月 30 日（土）　、  8 月 1 日（土）～ 8 月 31 日 ( 月 ) 

充実の検査項目

※土曜午後、 日曜祝日はお休み

〈受診病院〉

※青色共済は月 1,000 円で入れる保険で、ケガ・病気の入院から死亡まで幅広くカバーするおススメの保険です！
　まだ加入されていなくても申込時にご加入いただければ、加入者料金で受診いただけます

受けておいて損はない

病院での受診

ドック8,000
（10,000円）

35,000
（39,000円）

※上記金額は青色共済加入者の方の金額です。未加入の方はカッコ内の金額となります

生活習慣病健診コース 人間ドックコース

青梅青色申告会・会員限定

受診
期間

青色健康診断 青色ドック8,000円
(10,000円 )

※上記金額は青色共済加入者の方、カッコ内は未加入者の方の金額です

ご家族、従業員も OK ！

35,000円
 (39,000円 )

健康診断迷ってるなら、受けた方がいい

青梅青色申告会員限定

　１月～６月に専従者・従業員の給与から徴収した源泉所得税に係る

事務手続きの確認をいたします。

 対象者  従業員や専従者へ給与の支払いを行っている方　

※「給与支払事務所等の開設届出書」を提出された方は給与の支払い

　   がない場合も納付書の提出が必要です

 持ち物  源泉徴収簿等の支払給与額や控除額、源泉税額がわかるもの

※以前申告会でインターネットを使用して送った方はその控えをお持ちください

源泉所得税 お忘れなく！

納付期限

7/10
従業員、 専従者の

の納付

 現在、日々更新・追加さ

れる新型コロナウイルス

関連の協力金や助成金の

情報等を LINE にてご案内

しております。会報誌の

お知らせですと締切に間

に合わないものもござい

ます。登録だけしていた

だければご案内致します。

無料ですのでご利用くだ

さい。

うれしい情報をLINEでお届け！

@qjv4707w

新型コロナウイルスの感染拡大状況

により変更する場合がございます。

詳しくは HP をご覧ください。

理　　事　関口　幹夫

理　　事　土屋　正幸

理　　事　岩田　忠久

理　　事　吉野　義信

理　　事　廣瀨　定雄

理      事   萩原　愼吾

理　　事　吉江　洋一

理　　事　伊藤　賢志

新型コロナウイルスの協力金等については 2、3ページをご覧ください

正 味 財 産 増 減 計 算 書
〔平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで〕

青梅青色申告会で加入手続きができます
・個人名義の通帳 (ゆうちょ以外 )　・銀行印
　　　　　　　　　　　　　　をお持ちください　

　給与を支払った場合、事業主はその支払金額に応じた所得税及び復興

特別所得税を差し引くことになっています。これを“源泉徴収”といい、

差し引いた所得税は、翌月の 10 日までに税務署に納めなければなりま

せん。しかし、“納期の特例”という申請書を事前に提出しておくと、1

月～ 6 月分を 7 月 10 日、7 月～ 12 月分を翌年 1 月 20 日までにまとめ

て納付することができます。

常任理事　伊藤　治雄

常任理事　加園　高之

常任理事  髙野　 明

常任理事　岡野　隆博

常任理事　髙橋　正光

常任理事   中村　經男

理　　事　真鍋　 勉

理　　事　小山　辰美

Ⅰ　資　産　の　部
１. 流　動　資　産
 (1)現 金 預 金 

4,062 24,229 ▲ 20,167
16,160,341 16,328,317 ▲ 167,976

現 金 預 金 合 計 16,164,403 16,352,546 ▲ 188,143
 (2)その他流動資産

71,886 0 71,886
740,002 553,862 186,140

8,570 8,570 0
0 0 0

その他流動資産合計 820,458 562,432 258,026
流 動 資 産 合 計 16,984,861 16,914,978 69,883

２. 固　定　資　産
 (1)特 定 資 産

8,059,731 6,104,519 1,955,212
特 定 資 産 合 計 8,059,731 6,104,519 1,955,212

 (2)その他固定資産
1 1 0
1 1 0

40,600 40,600 0
21,000 21,000 0
30,000 0 30,000

その他固定資産合計 91,602 61,602 30,000
固 定 資 産 合 計 8,151,333 6,166,121 1,985,212
資 産 合 計 25,136,194 23,081,099 2,055,095

Ⅱ 負　債　の　部
１. 流　動　負　債

134,392 53,190 81,202
862,400 1,101,197 ▲ 238,797

1,906,000 2,898,000 ▲ 992,000
流 動 負 債 合 計 2,902,792 4,052,387 ▲ 1,149,595

２. 固　定　負　債
8,059,731 6,104,519 1,955,212

固 定 負 債 合 計 8,059,731 6,104,519 1,955,212
負 債 合 計 10,962,523 10,156,906 805,617

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
１. 指定正味財産

0 0 0
指 定 正 味 財 産 合計 0 0 0
（うち基本財産への充当額） 0 0 0
（うち特定財産への充当額） 0 0 0

２. 一般正味財産
14,173,671 12,924,193 1,249,478

一 般 正 味 財 産 合計 14,173,671 12,924,193 1,249,478
（うち基本財産への充当額） 0 0 0
（うち特定財産への充当額） 0 0 0
正 味 財 産 合 計 14,173,671 12,924,193 1,249,478
負債及び正味財産合計 25,136,194 23,081,099 2,055,095

立 替 金

未 収 金

一 般 正 味 財 産

電 話 加 入 権
出 資 金

預 り 金
仮 受 金

退 職 給 与 引 当 金

指 定 正 味 財 産

未 払 金

敷 金

勘　定　科　目 当年度 前年度 増　減

什 器 備 品

現 金
預 金

棚 卸 資 産
預 託 金

退 職 給 付 引 当 資 産

車 両 運 搬 具

（単位：円）

－9－

当　年　度 前　年　度
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

特定資産運用益 1,084 1,692 ▲ 608
特定財産受取利息 1,084 1,692 ▲ 608

受取入会金 132,000 134,000 ▲ 2,000
受 取 入 会 金 132,000 134,000 ▲ 2,000

受取会費 41,108,300 41,151,700 ▲ 43,400
正会員会費収入 40,958,300 40,947,700 10,600
準 会 員 収 入 150,000 204,000 ▲ 54,000

事業収益 24,907,935 22,815,235 2,092,700
特 別 会 費 収 益 7,838,000 8,123,000 ▲ 285,000
記 帳 代 行 収 益 5,576,000 4,548,000 1,028,000
保 険 取 扱 収 益 9,252,741 8,804,721 448,020
受託指導事業収益 2,129,624 1,216,684 912,940
指導資料頒布品収入 111,570 122,830 ▲ 11,260

雑 収 益 2,078,179 1,682,088 396,091
他会計からの繰入金収益 0 27,604 ▲ 27,604
雑 収 益 2,078,179 1,654,484 423,695

68,227,498 65,784,715 2,442,783

事 業 費 57,396,102 53,450,655 3,945,447
給 与 手 当 27,746,402 23,507,827 4,238,575
法 定 福 利 費 4,504,027 3,861,290 642,737
退 職 給 付 費 1,701,034 880,149 820,885
福 利 厚 生 費 502,853 422,062 80,791
指導頒布品購入費 294,984 339,499 ▲ 44,515
広 告 宣 伝 費 406,116 444,366 ▲ 38,250
慶 弔 費 489,267 396,026 93,241
印 刷 製 本 費 351,785 196,606 155,179
旅 費 交 通 費 1,672,282 1,582,506 89,776
地 代 家 賃 2,307,397 2,320,500 ▲ 13,103
水 道 光 熱 費 686,980 677,125 9,855
減 価 償 却 費 0 0 0
通 信 運 搬 費 2,857,153 2,802,511 54,642
消 耗 品 費 1,304,916 923,085 381,831
賃 借 料 628,660 541,809 86,851
保 険 料 179,848 195,216 ▲ 15,368
支 払 手 数 料 811,370 786,632 24,738
新 聞 図 書 費 23,505 84,585 ▲ 61,080
諸 謝 金 614,800 570,000 44,800
支 払 負 担 金 2,743,400 2,734,150 9,250
研 修 費 602,842 503,025 99,817
会 議 費 2,445,956 2,598,287 ▲ 152,331
燃 料 費 39,280 44,088 ▲ 4,808
交 際 費 0 0 0
会 員 厚 生 費 34,574 63,610 ▲ 29,036
保 守 修 繕 費 743,121 822,285 ▲ 79,164
臨 時 雇 賃 金 3,126,422 5,648,927 ▲ 2,522,505
雑 費 577,128 504,489 72,639

（単位：円）

科　　　　　　　　　目 増　　　減

 経常収益計
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（単位：円）

当　年　度 前　年　度
管 理 費 9,581,918 9,603,522 ▲ 21,604
給 与 手 当 4,146,014 4,148,440 ▲ 2,426
法 定 福 利 費 673,016 681,404 8,388
退 職 給 付 費 254,178 155,321 98,857
福 利 厚 生 費 67,393 74,481 ▲ 7,088
広 告 宣 伝 費 60,684 78,417 ▲ 17,733
慶 弔 費 58,759 20,000 38,759
租 税 公 課 935,074 947,765 ▲ 12,691
印 刷 製 本 費 80,468 57,240 23,228
旅 費 交 通 費 129,753 143,918 ▲ 14,165
地 代 家 賃 344,783 409,500 ▲ 64,717
水 道 光 熱 費 102,652 119,493 ▲ 16,841
減 価 償 却 費 0 0 0
通 信 運 搬 費 374,409 501,644 ▲ 127,235
消 耗 品 費 172,670 130,647 42,023
賃 借 料 74,676 71,361 3,315
保 険 料 26,874 34,450 ▲ 7,576
支 払 手 数 料 1,197,152 1,178,792 18,360
新 聞 図 書 費 9,864 9,864 0
支 払 負 担 金 10,800 0 10,800
会 議 費 684,085 648,185 35,900
燃 料 費 5,870 7,780 ▲ 1,910
保 守 修 繕 費 111,041 145,109 ▲ 34,068
雑 費 61,703 39,711 21,992

66,978,020 63,054,177 3,923,843
評価損益調整前当期経常増減額 1,249,478 2,730,538 ▲ 1,481,060

0 0 0
1,249,478 2,730,538 ▲ 1,481,060

2．経常外増減の部
(1)経常外収益

0 0 0
(2)経常外費用
　経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 1,249,478 2,730,538 ▲ 1,481,060
一般正味財産期首残高 12,924,193 10,193,655 2,730,538
一般正味財産期末残高 14,173,671 12,924,193 1,249,478

Ⅱ 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 14,173,671 12,924,193 1,249,478

　経常外収益計

経常費用計

評価損益等計
当期経常増減額

科　　　　　　　　　目 増　　　減
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6月 23日 (火 )

青色傷害・がん保険 
口座振替のお知らせ

(R2 年 5 月～ 10 月分 )

 保険料は後日ハガキに

てご案内致します。



④ ①② ③

東京都感染拡大防止協力金
 新型コロナウイルスによる感染が拡大する中、東京都は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業をされている方へ 4 月 16 日

～ 5 月 6 日まで休業や営業時間の短縮の協力の要請をしました。これに伴い、休業等の対象となる施設を運営されている方に対し

て「東京都感染拡大防止協力金」が支給されます。

■支給額    50 万円 (2 事業所以上で休業等に取り組む事業者は 100 万円 )

■受付期間   

■申請書類

①東京都感染拡大防止協力金申請書兼事前確認書

②誓約書 ( 必ず自署でお願いします )

③緊急事態措置以前から営業活動を行っていることがわかる書類

　 ・ 営業活動を行っていることがわかる書類

　　( 令和元年の申告書第 1 表のコピー 等 )

　 ・ 業種に係る営業に必要な許可等をすべて取得していることが分かる書類

　　( 飲食店営業許可、 酒類販売業免許等 )

　 ・ 本人確認書類

　　( 運転免許証、 保険証等 )

④休業等の状況がわかる書類

　お店の外観全体写真、 店頭ポスターを印刷してご提出ください

　( 休業を告知する HP、 チラシなどでも可 )

⑤支払金口座振替依頼書

⑥返信用封筒 ( 青色申告会からの返信用 )

　住所を記載し切手を貼ってください

※申請用紙はインターネットから印刷するか、 市区町村

　 都税事務所にございます

申請要項、対象施設、申請書類など詳しくは
専用ポータルサイトをご覧ください 

http://www.tokyo-kyugyo.com

■申請方法　   オンライン申請、または書類での申請

〈書類での提出の場合の流れ〉

申請書類を揃えて青梅青色
申告会に郵送してください

申告会にて書類確認後
返送致します

東京都の担当部署に
郵送で提出してください➡ ➡① ② ③

東京都緊急事態措置等・感染拡大防止協力金相談センター
電　　　話：03-5388-0567
受付時間：午前 9 時～午後 7 時まで ( 土、日、祝日も開設 )

Q、飲食店をやっていますが対象でしょうか？

　飲食店の場合、夜 22 時まで営業していた店舗が、夜 20 時までの営業に短縮する

など、朝 5 時から夜 20 時までの間の営業に短縮した場合 ( 休業 ) に対象となります。

Q、4 月 11 日から休業していないと、協力金は支給されないのですか？

　少なくとも令和2年4月16日から5月6日までの全ての期間において休業(飲

食店等の食事提供施設の場合は営業時間の短縮 )をしていれば対象となります。

Q、施設を運営していないが、個人事業主として休業要請対象となる店舗と

　  契約しています。休業した場合は対象となりますか？

　休業などの要請をされている施設を運営する事業者に対する協力金である

ため、施設を運営していない場合は対象となりません。

東京都理美容事業者の自主休業に係る給付金

 新型コロナウイルスによる感染が拡大する中、東京都では、特にゴールデンウイーク期間を含めた STAY HOME 週間において、感

染リスクの徹底した低減への取組を展開してきました。こうした中、感染拡大防止をより一層強化するため、自主的に休業いただい

た、個人事業主の理美容事業者に対して、「東京都理美容事業者の自主休業に係る給付金」が支給されます。

■支給額    15 万円 (2 事業所以上で休業に取り組む事業者は 30 万円 )

■受付期間    令和 2 年 5 月 7 日 ( 木 ) ～ 6 月 15 日 ( 月 ) まで

■申請方法　　  オンライン申請、または書類での申請

■申請書類

①東京都理美容事業者の自主休業に係る給付金申請書兼事前確認書

　その他は 「東京都感染拡大防止協力金」 の②以降と同じ書類をご用

意いただき、 同じ流れでの申請となります。

申請要項、対象施設、申請書類など詳しくは
専用ポータルサイトをご覧ください 

https://www.tokyo-kyugyo.com/ribiyo/index.html

持続化給付金
 感染症拡大により、特に大きな影響を受ける事業者に対して、事業の継続を下支えし、再起の糧としていただくために、事業

全般に広く使える給付金が支給されます。

■給付額   上限 100 万円 ( 個人事業主 )

■受付期間   令和 2 年 5 月 1 日 ( 金 ) ～令和 3 年 1 月 15 日 ( 金 ) まで

■申請方法　   オンライン申請

〈 給付額計算方法 〉

 前年の総売上 ( 事業収入 ) - ( 前年同月比 50％以下となる任意で選択した月の売上× 12)

■対象者　   (1) 2019 年以前から事業により事業収入を得ており、今後も事業継続する意思があること。
                    (2) 2020 年１月以降、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、前年同月比で事業

                         収入が 50％以上減少した月（以下「対象月」という。）があること。

(https://www.jizokuka-kyufu.jp/)

■対象者　    休業等の対象となる施設を運営されている方で、休業等に全面的に協力いただける個人事業主

・納税の猶予をご利用ください
 新型コロナウイルス感染症の影響により、 国税を一時に納付することが困難な場合、 税務署に申請することにより納税が猶予されます

ので、 税務署にご相談ください。

・ 　一時に納税により、 事業の継続 ・ 生活維持を困難なおそれがある。

・ 　納税について誠実な意思。

・ 　納期限から 6 か月以内に申請書がある。

・ 　猶予を受けようとする国税以外に滞納がない。

( 注 ) 1 担保の提供が明らかに可能なである場合を除いて担保は不要です。

　　　　　2 すでに滞納がある場合や申請期限を過ぎた場合は、 税務署長の職権で猶予を検討します 。

・ 原則として 1 年間納税が猶予されます。

　( 資力に応じて分割納付となります )

・ 猶予中は延滞税が軽減されます。

　( 通常 年 8.9％ → 軽減後 年 1.6％※ )

　※令和 2 年中における延滞税の利率

現行の猶予の要件 (幅広い方が認められます ) 現行の猶予が認められると‥

※詳しくは国税庁ホームページをご覧ください

・個人に対して国や地方公共団体から助成金が支給された場合の取扱いについて

・ 特別定額給付金

　( 新型コロナ税特法 4 条一号 )　など

・ 持続化給付金

・ 東京都の感染拡大防止協力金

・ 雇用調整助成金　　　　　　　　　など

課   税 
( 事業所得 )

非課税

青梅税務署からのご案内

■対象者　    令和 2年 4月 30 日～ 5月 6日までの全ての期間において、自主的な休業を行った方

令和 2年 4月 22 日 ( 水 ) ～ 6 月 15 日 ( 月 ) まで

事業転換支援事業

 都内で飲食業を営む方が、新たにテイクアウト、宅配、移動販売を始め、売上を確保する取組に係る初期経費等の一部が助成さ

れます。詳しくは「東京都中小企業振興公社  業態転換支援事業」をご覧ください。

※上記計算方法の他にも特例の計算方法もございます

【新型コロナウイルス関連のお知らせ】
 新型コロナウイルス関連の協力金等が国や都から支給、助成される制度が多く出てきておりますので、いくつかご案内させていた

だきます。詳細につきましては各種ホームページ等でご確認ください。(5 月 14 日までの情報です )

収入が概ね2割以上減少している方には、更に有利な特例があります

『特例 (特例猶予 )』が創設されました

納税の猶予に
延滞金
なし

1年間
猶予

無担保

 “持続化給付金ホームページ”をご覧いただき、申請ボタンより申請をしてください。

 ※パソコンがなくてできない等の方のために「申請サポート会場」が設置される予定です。

・ 以下の①、 ②のいずれかも満たす方が特例の対象となります。

　①新型コロナウイルスの影響により、 令和 2 年 2 月以降の任意の期間 (1 か月以上 ) において、 事業等にかかる収入 ( 注 ) が

　　　前年同期に比べて概ね 20％以上減少していること。

　②一時に納税することが困難であること。

・ 令和 2 年 2 月 1 日から同 3 年 1 月 31 日までに納期限が到来する国税が対象です。 対象となる国税であれば、 既に納期限が過ぎている

  未納の国税 ( 猶予中のものも含みます ) についても、 遡って特例を適用することができます ( 法律の施行から 2 か月間に限ります )。

( 注 ) 収入には、 事業収入のほか、 給与収入などの定期的な収入も含みますが、 譲渡所得などの一時的な収入は含まれません。

特
例
猶
予
の
要
件

猶予制度に関するお問い合わせについては、「国税局猶予相談センター」をご利用ください。

【受付時間】9：00 ～ 17：00 ( 土日祝日除 )　　　【電話番号】東京国税局：03-6672-3503　( 東京都 )

民間金融機関における実質無利子・無担保融資

 都道府県等による制度融資を活用し、 民間金融機関にも実質無利子 ・ 無担保 ・ 据置最大 5 年融資が拡大されます。 あわせて、 信用

保証 ( セーフティーネット保証 4 号、 5 号、 危機関連保証 ) の保証料が半額又はゼロになります。 詳しくはお取引のある又はお近くの金

融機関にご相談ください。


